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1．はじめに 

消波ブロックによる離岸堤は海岸侵食対策工法の一つ

として広く用いられており，空隙を有する構造であるため

波は背後へ伝播する．この波高伝達率は消波ブロックの空

隙率や形状によって異なるため，現場毎に最適なブロック

を選択する必要があるが，近年では経済性を重視した空隙

の大きいブロックが採用されやすい．消波ブロック離岸堤

の波高伝達率の算定法の 1つとして，消波ブロック固有の

特性値を入力値とする竹田・及川ら 1)の算定式（以下，算

定式）がある．算定式を式(1)～(4)，概略図を図-1に示す．

ここに，KT：波高伝達率，HI：入射波高，L：堤前波長，η：

ブロックの空隙率，B：静水面における堤幅，d：ブロック

の高さ，A：ブロックの表面積，V：ブロックの体積，R：

静水面からブロック天端までの距離である．αはブロック

の表面積を表す無次元パラメーターであり，値が大きくな

るとブロックの表面積の割合が大きくなる． 
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式(1)～(3)は越波なしの場合，式(4)は越波ありの場合であ

る．越波なしではブロックの特性値として空隙率 η，表面

積 A，高さ d が考慮されている．そこで，本研究では，2

つの形状の異なるブロックを用い，水理模型実験によって

波高伝達率を測定し，算定式との比較検討を行った． 

2．実験方法 

水理模型実験は，長さ 30m，幅 0.8m，高さ 1.2mの 2次

元水槽を用い，模型縮尺は 1/28とした．実験断面を図-2に

示す．一様水深16cmの固定床に，ブロック天端幅16.6cm，

静水面からブロック天端高までの距離 R＝1.0，4.0，8.0cm

の 3種類，法面勾配は cot θ＝1.3とした．入射波高はブロ

ック設置前に法先の位置で計測し，伝達波高はブロック設

置後に堤体背後 1mの位置で計測した．波浪条件は不規則

波で 500波程度とし，周期 T1/3＝1.3，1.8，2.5sec，波高H1/3

＝4.0，6.0，9.0cmとした．波高伝達率は堤体前背後の波高

比（伝達波高÷入射波高）として求めた．消波ブロックは

図-3に示す 2種類とし，表-1にその諸元を示す．ブロック
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図-3 消波ブロック形状 

表-1 消波ブロック模型諸元 

ブロック名
質量
(g)

体積

(cm
3
)

密度 空隙率
高さ
(cm)

表面積

(cm
2
)

α

ブロックA 247.0 112.2 2.201 0.50 7.23 152.6 2.92

ブロックB 179.4 81.0 2.216 0.61 6.79 144.7 3.14

図-1 概略図 
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A，Bの空隙率は 0.5，0.61，ブロックの表面積は両ブロッ

クの質量を同一とした場合ではブロックBの方が約1.2倍

大きい． 

4．実験結果 

図-4 はブロック A，B の波高伝達率の実験結果である．

横軸はブロック天端高の影響を示す R/HIであり，当然，天

端が高くなると伝達率は小さくなった．一方で，ブロック

B の方が空隙率は高いにも関わらずその伝達率はブロッ

ク A と同等であった．この要因を究明するため算定式に

よる検討を行った． 

5．算定式による検討 

先ず，本研究の実験条件を用いて越波なしの場合につい

て伝達率を算出し，実験結果と比較して算定式の精度を確

認した．図-5は両者を比較した結果であり，実験値の方が

やや小さい値であるが安全側であるため，算定式は伝達率

の推定に問題ないことが確認できた．尚，本実験では，越

波なし，越波ありが混在している．そこで式(1)と式(4)によ

る伝達率の算定結果を比較し，式(1)による伝達率の方が大

きい場合を越波なしと判断した． 

次に，算定式の傾向を把握するため，空隙率 η，表面積

A，高さ dの入力値を変化させた結果を図-6に示す．縦軸

はブロック B（凡例 1）の実験条件における算定結果を基

準にその他の条件結果（凡例 2~5）の割合を示している．

凡例に入力条件を示す．凡例 1，5 は本研究の実験に対応

しており，両者に差が表れなかったのは算定結果からも裏

付けられた．凡例 2は凡例 1の空隙率を 0.5とした算定結

果である．空隙が小さくなると伝達率は小さく，その差は

10～15%程度であった．凡例 3は凡例 1のブロックBで表

面積をブロック A とした算定結果であり，ブロックの表

面積が小さくなると伝達率は大きくなる．凡例 4はブロッ

ク A の大きさ（体積）をブロック B と同じにした場合の

算定結果である．凡例 5と比較すると，ブロックが小さい

方が伝達率は小さい結果となり，同じ形状でもブロックの

大小によって伝達率は変化する．このように，空隙率・表

面積が異なるブロックA，Bの波高伝達率を比較するため

には同程度の大きさとする必要がある．ブロックA，Bを

同じ大きさとした条件は凡例 4と凡例 1であり，空隙の大

きいブロック B はブロック A に比べて表面積が大きく波

高伝達率は 5%程度の差であることがわかる．以上の結果

から，消波ブロックによる離岸堤の波高伝達率はブロック

の空隙率のみならず表面積や大きさが影響することが確

認された． 

5．まとめ 

(1)消波ブロックの波高伝達率の実験結果は竹田・及川ら

の算定式と良い一致を示し，伝達率の推定に問題ないこと

がわかった．(2)実験では空隙率が異なるブロックA，Bの

伝達率は同等であり，その要因について竹田・及川らの算

定式を用いて検討したところ，消波ブロックの表面積や大

きさが伝達率に影響することが確認された． 
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図-6 波高伝達率の算定結果 

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

ブ
ロ
ッ
ク

B
に
対
す
る
伝
達
率
の
割
合

R/H 

凡例
表面積

A(㎝2
)

体積

V(㎝3
)

高さ
d(㎝)
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α β 備考

1, ◆ 144.7 81.0 6.79 0.61 3.14 0.26 ブロックBの実験条件

2, □ 144.7 81.0 6.79 0.50 3.14 0.26 ブロックBで空隙率がブロックA

3, △ 134.6 81.0 6.79 0.61 2.92 0.26 ブロックBで表面積がブロックA

4, ☓ 122.8 81.0 6.49 0.50 2.92 0.30 ブロックAで大きさをブロックB

5, Ж 152.6 112.2 7.23 0.50 2.92 0.30 ブロックAの実験条件
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図-5 実験値と算定値の比較（越波なしの場合） 
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図-4 波高伝達率の実験結果 
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